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鹿 毛 理 恵
はじめに
1990年代初頭，湾岸戦争勃発を機に多くの労働者がスリランカへ帰国して
きた。そのなかに想像以上の数の女性家事労働者がいた事実は，世間をにぎ
わせ，女性の海外出稼ぎがメディア，政治や社会で大きな注目を浴びるきっ
かけとなった。海外出稼ぎ女性の急増は，国内外のプッシュ・プル要因が影
響している。はじまりは中東湾岸諸国で起こった家事労働者の急速な需要拡
大である。また，南アジア諸国の労働力輸出国政府が，文化的・イスラム教
的価値観から自国女性の単身による海外出稼ぎを奨励しなかったため，海外
雇用の仲介・斡旋等を担うエージェントからスリランカ女性に白羽の矢が立
てられた。スリランカでは多くの女性が中東湾岸諸国を中心に家事労働者と
して出稼ぎするようになった。女性家事労働者の発見後，徐々に帰還女性家
事労働者の現状と残された家族の抱える問題を危惧する声が高まった。女性
の出稼ぎに対するネガティブな論調も出てくるようになった。その後，南ア
ジアに共通するジェンダー価値観に加えて，特にシンハラ人の仏教的価値観
から，女性の海外出稼ぎに関する政策的展開と動向に変化がみられるように
なった。特にその傾向は約30年続いた内戦終結後に顕著になった。
1 本稿は，筆者が佐賀大学大学院工学系研究科博士後期課程に所属していた折（2006年4
月～2012年3月），佐賀大学経済学部教授ラタナーヤカ・ピヤダーサ先生の指導を賜りな
がら実施してきた博士論文の調査研究がベースになっている。また，2007年から2009年ま
で，文部科学省の海外長期派遣留学事業による奨学金を受けて，スリランカにあるペラデ
ニヤ大学に留学し，本研究に関する聴き取り調査を行うことができた。また，アジア経済
研究所の外部研究員として2013年および2014年に調査を実施して新しい知見を得ることが
できた。これらの調査研究で得られた知見は本稿に繁栄されている。ここに，恩師ラタナー
ヤカ先生をはじめ，文部科学省，アジア経済研究所に感謝の意を表したい。
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本稿は，主に2008年から2009年にかけてスリランカ南部のＨ県で実施した，
海外出稼ぎから帰還した女性労働者（家事労働者9割と工場労働者1割）を
対象に行ったアンケート聴き取り調査の分析を行う。そこでは主に出稼ぎの
理由，帰還した理由，今後の海外出稼ぎの意志に関する回答結果を精査し，
帰還移動後の状況などについて議論する。近年の動向を知るために，内戦終
結後の2014年と2016年に実施したその後の女性たちや家族，コミュニティに
関する追跡調査の結果も参照する。帰還移動の結果，どのような変化がみら
れたのかここで論ずる。
帰還移動と本研究の意義
一般的に，帰還移動は様々な移動プロセスの中でもその実態についてあま
り知られていない。移民国家やその他先進国における外国人受入れの社会学
的調査や経済的影響に関する研究，受入れ政策等についての研究は多数見ら
れる。一方で帰還者の母国での生活状況や，労働市場への再統合に関する調
査研究は少ない。しかし，スリランカのように海外就労促進政策を経済発展
戦略のひとつに位置づける労働力送出国にとって，自国民の帰還移動の原因
と実態について把握することは，将来的な経済発展戦略の方向性を見定める
上で非常に重要になる。特に，帰還の理由が出稼ぎ時の設定ゴールに達成で
きた（＝成功）からなのか，もしくは失敗だったからなのか，そのような声
から帰還移動の結果を分析し，構造的に理解するなど，今後の送出し政策等
の評価と改善に向けた取り組みが重要になる（Wang and Fan，2006；
Cassarino，2015：257；Wahba，2016）。同政策が労働力送出国の経済と社会
にどの程度貢献しているのか，逆にどのような経済的かつ社会的なコストが
生じているのか，帰還後の再統合の状況はどうなのかを理解するためにも帰
還者の帰還移動に関する実態調査は重要である（Kuschminder，2013）。
帰還移動について，どのようなタイミングと条件のもとで帰還が実施され
るのかについて把握することは重要である。Gmelch（1980）は帰還移動に
ついて，母国に再定住するために帰国する移動であると定義した。その際に
帰還移動は循環移動（circular migration）と再移動（re-migration）とは区
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別すべきであるとしている。また，どの時点で完全なる母国再定住の帰還移
動と判断できるのか，滞在時間と技能獲得の効果など，検討すべき課題が残
る（King，2000）。本研究の対象は，海外出稼ぎから帰還した女性である。
その9割以上は家事労働者として主に中東へ出稼ぎした女性である。海外出
稼ぎを実施する者は，母国で実現できない就労と貯蓄の機会を求め，満足で
きれば，帰国して母国に再統合することを望む。また，受入国政府の多くは，
外国人の未熟練労働者に対して移住条件を厳しく定めて，ほぼ市民権獲得の
機会を与えない方針を採用している。具体的には，滞在・就労や契約年数の
制約，年齢制限，転職機会の制限，受入国の国民との結婚の禁止にいたるま
で，様々な条件を設けて外国人労働者の永住や定住を認めない政策を採用し
ている。このような受入国政府の方針と出稼ぎ労働者自身の姿勢から，本研
究対象の海外出稼ぎ女性は遅かれ早かれ帰還移動を実施することになる。そ
こで本研究は，母国への再統合を望む帰還移動であるかないかの判断として，
調査実施時点での海外出稼ぎ意思をたずねている。また，海外出稼ぎの理由
と帰還した理由もたずねた。その中で，彼女たちの海外出稼ぎは経済的かつ
社会的に成功したのか，失敗だったのか，判断することが可能となる。そし
て全体として，未熟練の女性労働者の海外出稼ぎを奨励することのメリット
と問題点を明らかにすることができるだろう。
輸出指向型経済体制下における女性労働者の参加と活用
1980年代の海外就労促進策の制度化2は，スリランカに海外出稼ぎ現象を
浸透させる重要な契機となった。新自由主義的グローバル経済の影響を受け
るなか，海外出稼ぎの社会構造が自然発生的に形成された。国内的変容の幕
開けは1970年代後半の政権交代といえよう。政権交代後，政府は輸出指向型
経済を志向し，国営企業の民営化をはかり，国内外の投資を呼び込み，輸出
2 具体的には，①1970年代に中東諸国に在外公館を設置した，また②海外雇用促進事業を
民間に外部委託し，③1980年の海外雇用法（the Foreign Employment Act）の立法化，
④中東を中心とする海外雇用10万人の達成目標の公表，⑤1985年の政府管轄の送出し機関
（Sri Lanka Bureau of Foreign Employment）の設置などである（鹿毛，2015：157）。
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拡大のために自由貿易地区を設置して，市場開放を進めた。
同政策は多角的繊維協定（MFA）のもとで進展し，衣類縫製アパレル産
業は，世界の有名ブランド品を扱うスリランカの中軸的輸出産業となった
（Dheerasinghe，2003：34）。同産業は，労働者の7～8割が若い女性で占
められる（Arai，2006：35；Karunaratne and Abayasekara，2013：13）と
いわれるほど，農村出身の若年女性労働者を多く吸収した（Hewamanne，
2010）。同政策によって主にシンハラ人女性の労働参加が進んだ。しかし企
業は，効率的な生産体制と利潤拡大を目指して，ジェンダーを活用した労務
管理を行った。女性労働者の多くは，工業用ミシンで各パーツをひたすら縫
い合わせる作業を担った。独身時代は父親の保護下にあり，結婚したら夫の
保護を受けながら家事全般と育児を担い，年老いたら息子の保護を受けると
いうライフコースが想定され，女性労働者は低賃金に据え置かれ，昇給昇進
機会の制約を受けていた。一方，数少ない男性労働者には，作業現場の監督
責任者や機械整備の技術者，営業や経営部門配属など，昇給や昇進の機会が
与えられていた（Kotikula and Solotaroff，2006：3－4；Hewamanne，
2010）。スリランカのアパレル輸出の場合，加工に必要な原材料やパーツな
どの中間財，設備機械などの資本財の輸入をほぼ無関税で実施しなければな
らなかった。現地調達率は低く，輸出額を上げてもスリランカに入る利益は
労働者報酬分に過ぎなかった。
貿易自由化は結果的にスリランカの輸入超過をさらに強めた。海外から安
くてより品質の高い部品や製品，食料品や農産物が国内市場に流通するよう
になると，国内品は国際競争力に負け，伝統的工芸・繊維産業や農業分野は
大きなダメージを受けた。結果として，政府が進めた輸出指向型経済と貿易
自由化は，国内産業の弱体化を招いた。さらに国内経済全体が停滞する中に
おいては，たとえ輸出額が順調に伸びても，アパレル産業に従事する労働者
の賃金上昇に影響せず，ましてや低賃金の女性労働者たちが生活で自立する
などほぼ不可能だった。定期収入は入るが，生活水準の向上は望めず，その
仕送りに頼るスリランカ各地域の農村では，貧困が悪循環していた。その結
果，特に農村出身の青年たちが1980年代頃から貧困・失業・不平等に起因す
る社会問題や民族問題に不満を募らせ，民族的対立構造を招いた北部タミル
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人組織 LTTE（タミル・イーラム解放の虎）との間で約30年にわたる内戦
と，シンハラ人が居住する各地域で JVP（人民解放戦線）による暴動が繰
り広げられた。
すでに国際競争力の高い茶産業は英国植民地時代に発展し，外国企業など
がインド・タミル人労働力を投入し，栽培・収穫・加工・運搬・輸出までの
一連の工程をスリランカ国内で完結できるシステムを整えていた。このよう
な植民地時代の生産体制のもとでは，スリランカ国内に経済活動の利益がし
たたり落ちることはなかった。独立後に茶産業は国営化され，シンハラ人農
家が小規模に茶畑栽培に携わるようになるなど，茶産業の国産化が進められ
た。独立前からプランテーション企業は，男性労働者だけでなく，女性労働
者も多く雇用吸収してきた。しかし茶産業でもアパレル産業と同様に，ジェ
ンダーを活用した女性労働者の活用と労務管理が行われていた。プランテー
ション企業は，性別分業体制を続け，女性は茶摘み，男性は現場監督などの
役職が充てられた（Kotikula and Solotaroff，2006）。
スリランカの輸出商品の多くは，女性労働者を低賃金で活用し生産したも
のといえる。女性の労働参加率はまだ低い3。しかし，内戦や暴動で男性が
駆り出された混乱期においても，女性は働き続け，スリランカの輸出産業を
支えてきた。さらに女性は国際的な労働市場にも参入する。内戦終結以前の
スリランカにおいて，都市部の貧困世帯や農村の収入機会に恵まれない世帯
から，海外出稼ぎを選択する女性が出現しはじめた。
輸出指向型経済体制の下，1980年代から展開した海外雇用の制度化を契機
に海外雇用ビジネスは急拡大した。海外雇用ビジネスの拡大は女性の海外出
稼ぎを急増させた大きな要因である。海外雇用ビジネスの根底にある論理は，
労働者を貿易商品と同様に捉えることにはじまる。労働力が輸出商品となっ
て，国際市場取引の対象になったのである。同市場を支えたのが海外雇用の
仲介業務を担うエージェントである。海外雇用機会の提供とそれに付随する
3 2016年第1四半期における男女別の労働参加率は，男性75．5％，女性36．3％と女性の社
会進出機会はまだ限定的である。地域ごとの経済活動人口について男女別でみると次の通
りである。全国（男性63．3％，女性36．7％），都市（男性66．3％，女性33．7％），農村（男
性63．2％，女性36．8％），エステート（男性55．8％，女性44．2％）である（DCS，2016）。
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諸手続きの代行業務がビジネスとして台頭し，いわゆる海外出稼ぎ促進産業
が発展した。海外とのやり取りには，語学力の他にネットワークの有無や取
引先との関係性，国内のみならず取引先国の法制度や市場動向の把握，行政
関係向けの各種書類作成ノウハウなど，スキルや知識が必要となる。これら
の知識やスキルを持つ人材は限定的数にとどまる。この希少性が海外出稼ぎ
促進業界の有す最大のアドバンテージである。海外出稼ぎ希望者の大半は，
エージェントに頼るほかその途は開けない。しかしこうした関係性は，エー
ジェントが労働者の人権を軽視した搾取行為の可能性を誘発させやすい。さ
らに国際関係において，スリランカのような小国の場合，海外で働く自国労
働者の人権を守る力は弱い。また，交渉時における高アドバンテージのある
外交カードさえも持ち合わせていないため，自国労働者を受け入れる国に対
して要求を出すのは難しくなる。
その結果，海外で働く女性家事労働者は，受入国のジェンダー秩序と国民
秩序，さらには家事労働の低い職階としての地位ゆえの影響を強く受け，外
国人労働者カテゴリーの中で最も脆弱な存在に陥りやすくなる。現に SLBFE
の報告によれば，苦情件数の大半は女性家事労働者から出たものである。ス
リランカは1990年代半ばから2007年にかけて，常に女性家事労働者による海
外出稼ぎは総海外出稼ぎの半数以上を占めていた。また，彼女たちが出稼ぎ
している中東湾岸諸国からの送金は5～6割を占める。海外送金は GDP の
8％および輸出総額の5割に相当する。海外出稼ぎはスリランカの貴重な外
貨獲得手段である。しかし，女性家事労働者の賃金は受入国の最低賃金相当
に据え置かれている。
女性の出稼ぎによる社会的な問題（海外での劣悪な労働環境，国内の家庭
不和や子どもの発達問題など）が明らかになるにつれ，政府は女性の海外出
稼ぎの最少年齢を21歳に引き上げるほか，5歳以下の子を持つ母親の出稼ぎ
を抑止できる体制を整えた。内戦終結後は，男性兵士の失業問題を軽減する
ためにも，男性の海外出稼ぎを奨励する政策を導入した（鹿毛，2016）。
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農村における海外出稼ぎ女性家事労働者のプロファイル
農村4の海外出稼ぎ女性家事労働者のアンケート聞き取り調査を2008年10
月から2009年3月まで，スリランカ南部Ｈ県に点在する農村（一部漁村）で
実施した。女性の年齢層は21歳から66歳であった。調査地では人口の9割以
上がシンハラ仏教徒に該当する5。漁港や周辺の商店街には，イスラム教徒
が居住するエリアがある。以下，サンプル調査から明らかになったことは次
のとおりである。
帰還女性たちの世帯の所得状況をみると，調査対象世帯の約65％は，Ｈ県
の公的貧困線以下に該当した。同世帯の地域における就労・稼得機会は，稲
作などの農業，沿岸・沖合漁業，土木業，運搬・運輸業，商店経営，露天商，
食品加工，水産加工であった。主たる家計支持者（夫または父親）の職業は，
農業，日雇い賃金労働，自営業の3部門で全体の8割以上を占めた。これら
は政府統計のカテゴリーで自営業に分類される6。企業や政府で働く者は約
1割にとどまった。女性たちの教育年数は平均8．1年と短い7。大学など高等
教育の学歴を持つ女性はいなかった。年齢が上がるにつれて，無就学および
小学校中退者の存在を確認できた。調査時点において女性たちの75．8％は主
婦と回答した。そのほか，小規模商店の経営者，近隣の自由貿易地区内にあ
4 2012年のセンサス統計（CBSL，2016：1）によると，居住エリアごとの人口比は，都
市部居住者18．2％，農村部77．4％，茶園エステート4．4％であった。
5 2012年のセンサス統計（CBSL，2016：1）によれば，スリランカの民族構成は，シン
ハラ人74．9％，スリランカ・タミル人11．2％，インド・タミル人4．1％，ムーア人（イス
ラム教徒）9．3％，その他民族0．5％であった。また，宗教構成は，仏教徒70．1％，ヒンドゥ
教徒12．6％，イスラム教徒9．7％，プロテスタント＆カトリック教徒7．6％，その他宗教0．0％
であった。
6 政府統計（CBSL，2015：Table53）によると，2014年第4四半期の雇用状況は，政府
15．3％，民間41．9％，経営者2．3％，自営業者31．8％，無償家族労働者8．6％であった。こ
のことから，調査地域の雇用状況は国の平均値からみて，自営業者の占める割合が高いこ
とがわかる。
7 スリランカの義務教育は5歳から14歳までの10年間である（Liyanage，2014：117）。Ｈ
県での聞き取り調査では，2008／09年当時，30歳代以上で無就学者（全体の4．2％を占め
る）の女性を確認した。
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る衣類縫製アパレル工場のミシン作業員，日雇い賃金労働者などで収入を得
ていた。
女性たちの出稼ぎ経験によれば，Ｈ県では1980年に最初の家事労働者を中
東へ送り出している。女性たちは平均2．1回の出稼ぎ経験を持つ。1回のみ
の出稼ぎ経験者36％，2回以上の経験者64％であった。海外就労の滞在年数
は平均4年であった。4年以上10年未満の海外就労者47％，10年以上海外就
労した者は13％を占めた。家事労働者の主な出稼ぎ先は，クウェート，アラ
ブ首長国連邦，サウジアラビアの3ヵ国であった。初回出稼ぎの時，子ども
のいる既婚者だった女性は68．4％を占めた。約7割が夫と子どもを残して出
稼ぎしている。結婚前に親元を離れて出稼ぎした女性は17．8％だった。未婚
で出稼ぎをした女性たちは，年下のきょうだいの学費や生活費のために親に
仕送りをしていた。夫との死別や離婚または別居の状態で出稼ぎをしたとの
回答は7．6％を占めた。
出稼ぎ理由とその結果
現地インタビューから，家庭とスリランカ国内の経済的問題が女性の海外
出稼ぎの主な原因となっていることが明らかになった。表1は，帰還した家
事労働者500名から得た回答をもとに，海外出稼ぎの理由をまとめたもので
ある。家屋建設を理由にした回答が最も多くみられた。スリランカの伝統的
な家は，牛糞を混ぜて発酵させた泥土ベースの壁とヤシの葉など植物の屋根
で作られたものである。しかし大雨にもろく，貧しさの象徴であった。レン
ガやタイル，セメント，瓦などの耐久性のある資材で家を建てることが社会
的ステータスの向上を意味した。インタビューでは3割の女性が家屋建設の
ために出稼ぎしたと回答している。それが二度目になると5割になる。しか
し実際に送金が家屋建設に投じられたと回答した女性はわずか2．5％にとど
まった（表2）。日々の生活費や消費財の購入に主に使われたとの回答が約
7割を占めた。2度目になるとその傾向は強まる。一方で，将来への投資や
貯蓄の回答は非常に少ない。出稼ぎ回数が増えるに従い，夫は女性の送金に
依存する傾向もみられた。調査時点において，26％の女性は家屋建設が完了
した家に住み，65％は建設中の家に住んでいると回答した。家屋建設には残
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した家族，特に夫の協力が重要になる。家屋建設は，夫が大工である場合に
安く早く完了できるということであった。女性の送金が主に生活費に使われ
ていたが，トイレや台所などの整備や，扇風機やステレオセット，テレビ，
洗濯機などの家電製品などを空港免税店で購入したとの回答があった。表3
は帰還女性世帯と，全国およびＨ県の生活水準の改善状況を比較したもので
ある。家屋の屋根について，帰還女性世帯の状況はＨ県の平均並みであるが，
全国との比較において，著しく改善されていると言える。この背景には，2004
年12月の津波災害による援助を受けて，家の改築等を行った世帯や津波村へ
の移住などが考えられる。トイレ設備についてはＨ県の若干平均値を下回っ
表1 女性家事労働者たちの出稼ぎ理由（単位：％）
初回出稼ぎ 2度目出稼ぎ
家屋建設のため
収入がなかったため
経済が困難だったため
子どもの教育費のため
借金返済のため
家計支持者との死別や離婚
友人の影響や好奇心
貯蓄のため
土地購入のため
仕事がなかったため
子どもの数が多すぎるため
家族の医療費のため
ビジネス投資のため
30．8
28．0
8．5
7．4
6．2
5．0
3．6
2．6
2．4
2．0
1．4
1．2
0．4
51．7
10．1
6．4
15．2
1．7
2．4
1．0
5．4
1．4
0．3
0．7
0．3
0．7
（出所）鹿毛（2014：159）。
表2 女性家事労働者世帯の海外送金の使用状況（単位：％）
初回出稼ぎ 2度目出稼ぎ
生活費，消費財の購入
貯金
借金返済
家屋建設・リフォーム
子どもの教育費・養育費
土地，耐久財，投資財購入
医療費
69．0
29．0
3．5
2．5
2．3
0．7
0．5
82．6
36．0
－
1．1
1．7
－
1．7
（出所）鹿毛（2014：245）。
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た。家電製品の所有状況は平均値よりも上回っている。
出稼ぎ理由について，表1にあげたもの以外にもいくつかある。例えば，
夫と別居や離婚したため，生活水準の維持のため，母や姉の紹介があったた
め，JVP の暴動から逃れるため，というものがあった。初回出稼ぎ時の理
由と出稼ぎ頻度の傾向をみると，家屋建設，医療費，友人の影響や好奇心，
母や姉の紹介などを理由にした女性は平均2回の出稼ぎを行っている。トイ
レや台所のリフォームは平均1回の出稼ぎのみであった。逆に，生活水準の
維持のため，ビジネス投資のためを理由に挙げた女性は平均で4～5回の出
稼ぎをしていた。この他，家族を支援するため，夫との離婚や別居，子ども
の教育のためを理由としてあげた女性は平均2．5～3回の出稼ぎをしていた。
帰還女性から，子どもの教育費や養育費のために出稼ぎしたという回答も
比較的多く聞かれた。出稼ぎを決めた当初，乳幼児に与えるミルクや，成長
期の子どもたちに十分な食べものや着るものを与えることができなかったと
いう話が聞かれた。さらに経済的な問題とアルコール依存症で，暴力をふる
うようになった夫から自分の身と子どもを守るためにも出稼ぎを決意したと
いう話もあった。そのため，女性家事労働者の海外送金は日々の生活費や，
子どもや年下のきょうだいの教育・養育費，借金返済などに使われたわけで
ある。この意味では，海外出稼ぎは，貧困軽減に直接的に働きかける高い効
果があるといえる。しかし，子どもを残して出稼ぎした女性によれば，出稼
ぎ後に子どもの勉強姿勢や学校への出席などのパフォーマンスが著しく悪化
したと回答した女性は85．3％に達した（鹿毛，2014：226）。子どもたちは母
親のいない寂しさから授業に集中できなくなったり，悪い仲間とつるむよう
になったり，家の家事・きょうだいの世話の量が急増したり，親の目が届か
ず性的被害を受けたり，洋服や化粧品などの無駄遣いが増えたり，様々な子
表3 帰還女性世帯と全国およびＨ県の平均値の居住環境の改善状況の比較（単位：％）
ヤシ等植物屋根
の家屋
トイレ設備なし
家電製品（扇風機，
冷蔵庫等）なし
帰還女性世帯（2008／09年） 4．8 5．2 13．6
Ｈ県平均値（2009／10年） 4．6 1．8 29．3
全国平均値（2009／10年） 14．0 2．5 33．1
（出所）帰還女性世帯は鹿毛（2014：179），全国およびＨ県平均値は DCS（2011）。
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どもの健康的な成長と発達を阻害するような影響が出ていた。
帰還の理由
表4は女性たちから海外出稼ぎからの帰還理由等も訪ね，それを回数別に
まとめたものである。任期満了後の帰還以外は，任期期間を残して帰還した
ものが大半である。出稼ぎ先で問題なく任期満了後に帰還できた女性は概ね
5割であった。また，最初の雇用主が家事労働者交換をエージェントに求め
たことで，女性が新しい雇用主をエージェントから紹介され，期限まで働き
帰国したという女性は1割であった（任期満了後の帰還）。スリランカに残
した家族から要請を受けて任期期間を残して帰還を余儀なく行ったケースは
大体1割であった。家族の死亡，夫の病気，娘の駆け落ちや息子の非行化，
子どもの世話を担う者の喪失，津波被災，家族が関わる殺人事件などがあがっ
たが，なかでも子どもに生じた問題を理由に任期途中で帰国するケースが最
表4 出稼ぎ経験ごとの女性家事労働者の帰還および雇用契約終了の理由の変化（単位：％）
初回
（n＝498）
2回
（n＝318）
3回
（n＝145）
4回
（n＝40）
5回
（n＝13）
6回
（n＝4）
任期満了後の帰還
任期満了後の帰還（雇用主の
交換等）
スリランカの家族
仕事場での問題
重労働／仕事量の多さ
給与未払い／減額
病気／ケガ／事故
雇用主の変更希望
見下し／罵倒／人権侵害
性的ハラスメント
雇用主妻との関係悪化
戦争（湾岸戦争や内紛など）
その他
53．4
5．8
9．2
25．6
4．8
4．8
4．0
4．0
3．6
3．2
1．2
5．0
1．0
50．0
8．3
12．1
23．2
3．8
4．8
4．8
1．9
4．4
2．2
1．3
2．5
3．9
53．1
11．0
10．3
21．3
4．1
3．4
4．8
2．1
2．8
－
4．1
2．8
1．5
57．5
5．0
10．0
22．5
5．0
7．5
2．5
2．5
2．5
－
2．5
2．5
2．5
38．4
7．7
－
53．9
15．4
15．4
7．7
－
7．7
7．7
－
－
－
50．0
－
25．0
25．0
－
－
－
25．0
－
－
－
－
－
合計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
（出所）Ｈ県での聴き取りアンケート調査（2008～2009年）。なお，n は有効回答数。
（注）「任期満了後の帰還（雇用主の交換等）」とは，雇用主が現地エージェントに家事労働者交換を求めた
結果，女性が新しい雇用主の下で残りの滞在期間で就労したという事例である。「仕事場での問題」が生じて，
脱走・拘留を経て強制送還された女性と，現地エージェントを通じても新しい雇用主が見つからずに帰国し
た女性が混在する。「仕事場での問題」の発生率と捉えてもよいが，本研究は別にした。
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も多く聞かれた。また，仕事場での問題が生じたことがきっかけで帰国した
というケースもだいたいどの回を見ても2割以上の発生率であった。
このように任期満了で問題なく帰国した割合が約半分で，もう半分は国内
外の何らかの問題が原因となって帰国している。あらためて，家事労働者と
して海外出稼ぎをするリスクがいかに高いものかを思い知らされる。出稼ぎ
回数が増えるにしたがって女性の知識や技能が高まり，情報やネットワーク
が増え，それらリスクを軽減できるといった仮説も，これでは棄却される。
女性家事労働者の意志の変化
このように，2008年10月から2009年3月にかけて実施した調査では，女性
たち自身の間に，中東湾岸諸国へ家事労働者として出稼ぎすることのリスク
や，夫や小さな子どもを残して出稼ぎすることの社会的な影響など，認識さ
れはじめていた。しかし，貧困・失業という問題と子どもの教育や養育など
の諸費用を考えると，まだ母親の海外出稼ぎが現状脱却のひとつの手段とし
て定着していた。調査当時，海外出稼ぎの今後の可能性についてたずねてい
る。再び出稼ぎするとの回答は14．0％，まだわからない34．6％，したくない
30．2％，高齢や病気等によりできない31．2％であった（鹿毛，2014：163）。
若い人ほど可能性があると回答し，高齢になるほど出稼ぎはできないと回答
する傾向がみられた。この時から，政府やエージェントが中東湾岸諸国への
家事労働者の出稼ぎを奨励しないうごきをみせているといった話が，特に20
歳代から40歳前半の女性からきかれた。また，子どものいる女性は，夫や子
どもから出稼ぎしないで欲しいと言われていていると話した。特に子どもが
出稼ぎに行かないで欲しいと強く懇願してくるため，今のところは行く意志
はないが，今後どうするかわからないとの回答がかなり目立った。まだこの
時，家事労働者でも何でも，中東湾岸諸国やシンガポールなどへ海外出稼ぎ
に対する肯定的なイメージと出稼ぎしたいという意志は根強かった。
2009年5月に内戦が終結すると，スリランカの状況は大きく変わった。津
波からの復興後，Ｈ県は2006年頃から中国援助を受入れ，広大なエリアに国
際港や国際空港，国際クリケット場，道路などが次々と建設された。それに
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伴い，Ｈ県の市街地には小規模のホテルやレストラン，洋品店や小売業の商
店，自動車の整備業，家電専門店などが増え，自動車交通量も増えて時間帯
によっては渋滞も発生するようになった。Ｈ県で仕事や収入機会が増え，賃
金も上昇していた。2011年には女性の海外出稼ぎは21歳以上となり，5歳以
下の子どもがいる場合には，出稼ぎを引き止めることができるようになった。
2014年および2016年にもスリランカをたずね，再び一部の女性たちをたずね，
女性たちや家族などから聴き取り調査をおこなった。そこで明らかになった
のは，海外出稼ぎに対する女性や家族の意識が変化したことである。内戦終
結以前は，若い女性ならば近隣の自由貿易地区のアパレル工場でミシン縫い
担当として働くことが，ひとつの良い就職モデルであった。しかし，内戦終
結後，Ｈ県の産業構造に変化が起こりはじめると，次第に女性たちは工場で
黙々とミシンを縫うよりも，ファッショナブルに着飾って市街地のブティッ
クで洋服を売るような仕事をしたがるようになった。そしてそのような彼女
たちは，母親世代が家事労働者として海外出稼ぎしたことが一種のスティグ
マになっている。そのため，家事労働者として海外出稼ぎは，若い世代の女
性たちの選択肢にほぼないと感じられた。
おわりに
スリランカの女性たちは，経済社会構造が変化し，女性の社会進出の機会
が増えても，依然として根強い南アジア的なジェンダー観と性別役割分業の
なかに生きている。輸出産業では，女性の労働力が，茶産業，アパレル産業，
そして海外の家事労働市場において低賃金で真面目に働く労働者として，ス
リランカ経済のみならず海外市場でも重要な役割を担っている。本稿は，海
外出稼ぎをする女性家事労働者に焦点をあてて，スリランカにおける新自由
主義化の市場開放政策以降の現状を見てきた。そして本稿では，海外出稼ぎ
の原因と結果を明らかにした。また，海外出稼ぎに対する意識が，海外の状
況だけでなく，国内の社会経済の変化によって大きく変化することも明らか
にした。国内の政情が安定し，社会経済が発展すれば，海外出稼ぎのプッシュ
要因は縮小し，やがては海外から労働力を受入れる国へと変化する可能性が
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高まるだろう。スリランカもその傾向が出始めている。建設業やアパレルや
電子機器などの工場，茶園で労働力不足が国内問題として報告されている。
しかしながら，女性の労働参加率はまだ40％にも到達していない。2015年に
おいて，女性家事労働者の海外出稼ぎの全出稼ぎに占めるシェアは3割程度
にまで小さくなったが，実数としてまだ9万人もの女性が中東の家事労働市
場へ海外出稼ぎをしている。一方国内でも，スリランカ女性の家事労働負担
は筆者が見る限り，非常に大きい。仕事をもつ女性でも家事・育児を立派に
こなすことが社会で求められている。産業構造が大きくサービス業に傾斜す
るなかにあっても，女性は貴重な労働力であり，次世代を生み育てる母親と
しての役割を同時にこなすことを社会は求めている。スリランカにおいても，
女性はジェンダー的価値観に縛られ，二重の役割を背負い続けなければなら
ないようである。
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